
浦添市の人事行政の運営等の状況について 
 浦添市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年浦添市条例第１号）第４条の規定により 
職員の任用及び職員数等に関する状況について公表します。 
 
１ 職員の任用および職員数に関する状況 
 （１）採用及び退職の状況（平成17年度） 

区 分 採用（人） 
退 職（人） 

定 年 勧 奨 その他 合 計 
市長部局等 10 3 19 3 25
教育委員会 6 1 5 1 7
水 道 局 0 2 1 1 4
合   計 16 6 25 5 36

  
（２）職員数の状況                          （平成18年４月１日現在） 
   区 分 

部 門 

職員数 
増減数 主な増減理由 

17年 18年 

一 

般 

行 

政 

議会 9 9 0   

総務企画 141 143 2 人事評価制度導入準備、跡地利用計画推進室設置による増 

税務 44 47 3 税源移譲に伴う業務増、欠員補充による増 

労働 0 0 0  

農林水産 4 4 0   

商工 8 8 0  

土木 93 94 1 市営住宅建築計画、指定管理者制度導入推進による増 

民生 131 128 △ 3
児童虐待等業務対応、児童福祉施設整備、福祉部門業務増に伴う増 

母子支援施設の指定管理者制度導入、欠員不補充による減 

衛生 37 38 1 清掃業務強化による増 

小計 467 471 4 人口1,000人あたり職員数 4.36 人 

特

別

行

政 

教育 206 196 △ 10
中央公民館分館設置、体育施設直営による増 

小中学校事務職員の臨時職員置換え、欠員不補充による減 

消防 98 97 △ 1 欠員不補充による減 

小計 304 293 △ 11 人口1,000人あたり職員数 7.08 人 

公

営

企

業

等 

水道 42 41 △ 1 欠員不補充による減  

下水道 15 14 △ 1  欠員不補充による減  

その他 35 37 2

地域包括支援センター設置に伴う増 

 小計 92 92 0   

合  計 863 856 △ 7 人口1,000人あたり職員数   7.93 人  



（注） １．職員数は、一般職に属する職員数で地方公務員の身分を有する休職者､派遣職員などを含み､臨時または非

常勤職員を除いたものです。 

２ 職員の競争試験及び選考の状況 
 採用試験の実施状況（平成17年度） 

職種 申込者数 
一次試験 
受験者数  A

二次試験 
受験者数 

最終合格者数 
B

倍率 
（A/B）

一般行政職 709人 497人 13人 7人 71.0倍
保 健 職 31人 22人 4人 2人 11.0倍
消 防 職 217人 181人 6人 3人 60.3倍
保 育 職 44人 38人 3人 2人 19.0倍
合   計 1,001人 738人 26人 14人 52.7倍

 
３ 職員の給与の状況 
（１）人件費の状況（普通会計決算）     

区  分 
住民基本台帳人口

（17年度末） 

歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考

A   B （B/A） 

17年度 
人 千円 千円 千円 ％

107,980 33,066,320 593,115 6,607,363 20.0 

        

（2）職員給与の状況（普通会計決算）     

区  分 

職員数 給     与     費 
一

A 給  料 職員手当 期末・勤勉手当    計  B  

17年度 
人 千円 千円 千円 千円

770 3,094,180 458,830 1,251,236 4,804,246 

（注） １ 職員手当には退職手当を含まない。    

    ２ 給与費は当初予算に計上された額である。  

      

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成１8年４月１日現在） 

区  分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職  

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

浦添市 353,300円 45.01歳 284,400円 39.11歳

      

（4）職員の初任給の状況（平成１8年４月１日現在）  

区   分 

浦  添  市 国 

決定初任給 
採用２年経過日 

決定初任給 
採用２年経過日 

給  料  額 給  料  額 

一般行政職 
大 学 卒 170,200円 182,200円 170,200円 182,200円

高 校 卒 138,400円 146,700円 138,400円 146,700円

 



 

 

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１8年４月１日現在） 

区   分 
経験年数１0年 
以上１5年未満 

経験年数１5年以上２0年未満 経験年数２0年以上２5年未満 

一般行政職 
大 学 卒 270,200円 349,500円 385,700円

高 校 卒 229,900円 286,800円 146,700円

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものである。 

           

（６）一般行政職の級別職員数の状況（平成18年４月１日現在） 

区  分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 

計
標準的な 

部長 課長(困) 
課長 

  係長（困）  

係長（相困）       主任

（困） 

係長 

主任 
主事（相困） 

主事 

主事補 職務内容 

職 員 数（人）  14 49 123 120 90 44 52 492

構 成 比（％） 2.8  10.0  25.0  24.4  18.3  8.9  10.6  100.0

（注） １ 浦添市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

（７）昇給期間短縮の状況 

区        分 合   計 一般行政職 技能労務職

１7年度 

職 員 数  A 546 494

普通昇給期間（12月～24月） 

を短縮して昇給した職員 B 42 37

比率（B/A） 7.7% 7.5%

１6年度 

職 員 数  A 560 508

普通昇給期間（12月～24月） 

を短縮して昇給した職員 B 121 104

比率（B/A) 21.6% 20.5%

 
（8）職員手当の状況    

区 分 浦  添  市  国 

  （平成17年度支給割合）       

期末手当 1人当たり平均支給額（17年度）          －   

    1,639  千円       

    期末手当 勤勉手当   期末手当 勤勉手当 

勤勉手当   3.00月分 1.45月分   3.00月分 1.45月分 

  職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  （支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

  勤続20年 21.00月分 27.30月分 勤続20年 21.00月分 27.30月分 

  勤続25年 33.75月分 42.12月分 勤続25年 33.75月分 42.12月分 



退職手当 勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分 

  最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分 

  その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

    2％から20％加算   2％から20％加算 

  退職時特別昇給  無し 退職時特別昇給 無 

  1人当平均支給額 11,710千円 27,779千円 １人当平均支給額 - 

  区      分 全 職  種 

特 殊 勤 務 手 当

（普通会計） 

支給実績（17年度決算） 15,330千円 

支給職員1人当たり平均支給年額（17年度決算）   52,143円 

  職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度） 38.18% 

  手当の種類（手当数）   16種類 

    
支給額の多い手当 

徴税手当、建築主事手当、消防職員手当 

  代表的な 

手当の名称 

社会福祉業務手当等 

  
多くの職員に支給されている手当 

消防職員手当、市税取扱手当、保育士手当 

    調理員手当等   

 
17年度 

支給総額 191,840千円 

時間外勤務手当 

(普通会計） 

職員1人当たり支給年額   249千円 

16年度 
支給総額 175,270千円 

  職員1人当たり支給年額   223千円 

区  分 内    容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容 

  配偶者 13000円  

同じ 

  

扶養手当 2人まで 6.000円   

  3人まで 5.000円    

住居手当 
借家 27,000円限度

異なる 
  

新築・購入から5年経過のもので異なる 
持家 2,500円   

通勤手当 
通勤距離2km以上の職員 

異なる 
  

通勤手当の額は県並み 
定額制   

 

（9）特別職の報酬等の状況  

区    分 給料月額等 区    分 平成17年度支給割合 

給 料 

市  長 909,000円 

期  末 

市  長   

助  役 753,000円 助  役               3.35月分 

収入役 679,000円 収入役   

      

報 酬 

議  長 539,000円 
手  当 

議  長   

副議長 482,000円 副議長               3.35月分 

議  員 454,000円 議  員   

        

 
 



 
 
４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 （１）一般職員の勤務時間 

1週間の 
勤務時間 

勤務時間の割振り 

始業時刻 終業時刻 休憩時間 休息時間 週休日 

38時間45分 8時30分 17時00分 
12時15分 
～13時00分 

おおむね 4 時間の
連続する正規の勤
務時間ごとに 15分
の休息時間を置く
ことができる。  

土･日曜日  

 
 （2）年次休暇の状況（平成17年1月1日から平成17年12月31日） 

総付与日数 総使用日数 対象職員数 一人当たり平均使用日数 使用率 
16,293日 6,958日 447人 15.6日 42.7％ 

 
 （3）その他の休暇制度の状況 
  特別有給休暇 

特別有給休暇の範囲 有給の期間 

1 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律(平成10年法律第114号)第33条の

規定による交通の制限又は遮断の場合 

その理由の発生している期間 

2 風水震火災その他非常災害による交通遮断の

場合 
その理由の発生している期間 

3 風水震火災その他天災地変による職員の現住

居の滅失又は破壊の場合 
1週間を超えない範囲内においてその都度必要と認める期間 

4 交通機関の事故等の不可抗力の場合 その理由の発生している期間 

5 証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、

地方公共団体の議会その他の官公署に出頭す

る場合 

その都度必要と認める期間 

6 選挙権その他公民としての権利を行使する場

合 
その都度必要と認める期間 

7 市の事務又は事業の運営上の必要に基づく事

務又は事業の全部又は一部の停止(台風の来襲

等による事故発生の防止のための措置を含

む。)した場合 

その都度必要と認める期間 

8 職域又は市若しくは沖縄県の代表として諸行

事に参加する場合 
その都度必要と認める期間 



9 負傷又は疾病(予防注射又は予防接種による著

しい発熱等の場合、第10項及び第13項に掲げる

期間を超えるつわり及び生理の場合を含む。)

の場合 

(1) 医師の証明書等に基づき 
イ 公務に起因する場合 療養に必要な全期間 
ロ 結核性疾患の場合 1年の範囲内でその療養に必要な期間(そ

の期間が1年に満たない場合において、その療養期間満了の日か

ら起算して6月以内に再び結核性疾患により療養を要するとき

には、前に与えた療養期間は、これを通算する。) 
ハ ロ以外の私傷病 90日の範囲内でその療養に必要な期間 

(2) 前号に掲げるもののほか、医師にかかる必要もない軽い病気 
1年を通じて10日以内(年の中途において新たに職員となった者

のその年における日数は、次の表に掲げるとおりとする。) 

  
採用の

月 
1月 2月 3月 4月 5月 6月  

日数 10日 9日 8日 8日 7日 6日 

  
採用の

月 
7月 8月 9月 10月 11月 12月  

日数 5日 4日 3日 3日 2日 1日 

  
10 妊娠障害休暇 10日を超えない範囲内においてその都度必要と認める期間 

11 職員の分べんの場合 医師又は助産婦の証明等に基づく分べん予定日以前8週間目に当たる

日から分べん後8週間目に当たる日までの期間(多胎妊娠の場合は産

前産後各14週間)内で必要な期間 

12 妊娠中の職員が母子保健法(昭和40年法律第1

41号)第10条に規定する保健指導又は同法第13

条に規定する健康診査を受ける場合 

妊娠23週(6月末)(1月は28日として計算する。以下この項において同

じ。)までは4週間に1回、妊娠24週(7月)から35週(9月末)までは2週間

に1回、妊娠36週(10月)から分べんまでは1週間1回としてその都度必

要と認める期間 

13 生理に有害な職務に従事する女子職員及び生

理日において勤務することが著しく困難であ

る女子職員の生理の場合 

2日を超えない範囲内においてその都度必要と認める期間 

14 女子職員が生後1年に達しない生児を育てる

場合 
1日90分とし、2回以内(土曜日は1回とし、60分以内とする。) 

15 職員が結婚する場合 1日を単位として5日 

16 職員の配偶者が分べんする場合 分べん前後各3週間以内において1日を単位として5日 

17 忌引の場合 死亡した者 血族 姻族 



(1) 配偶者(婚姻の届出を

していないが婚姻関係と

同様な事情にある者を含

む。) 

10日以内  

(2) 父母 7日以内 3日以内 

(3) 子 5日以内 1日 

(4) 祖父母 3日以内 1日 

(5) 孫 1日  

(6) 兄弟姉妹 3日以内 1日 

(7) 伯叔父母 1日 1日 

備考 
1 生計を一にする場合は、血族に準ずる。 
2 祖父母、伯叔父母を代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける場

合は、7日とする。 
3 忌引日数は任命権者が承認した日から計算する。なお、葬儀のた

め遠隔の地に赴く必要がある場合には、実際に要する往復日数を

加算することができる。 

18 父母、配偶者又は子の祭しを行う場合 1日(17の項の備考3を準用する。) 

19 夏季休暇 一の年の5月から10月までの期間において、週休日、休日及び代休日

を除いて原則として連続する6日の範囲内の期間 

20 妊婦の通勤緩和休暇 1日2回 1回30分 

21 職員の家族の看病を要する場合  通院の場合 1年を通じて10日以内(年の中途において新たに職員

となった者のその年における日数は、9の項第2号の表を準用す

る。) 

22 職員の子供が予防接種を受ける場合 その都度半日以内 

23 職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者

としてその登録を実施する者に対して登録の

申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、

子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する

場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、

入院等のため勤務しないことがやむを得ない

と認められるとき。 

その都度必要と認める期間 

24 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に

掲げる社会に貢献する活動(専ら親族に対する

支援となる活動を除く。)を行う場合で、その

勤務しないことが相当であると認められると

き。 
(1) 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の

1日を単位として継続し、又は分割して1年度5日以内 



災害が発生した被災地又はその周辺の地域

における生活関連物資の配布その他の被災

者を支援する活動 
(2) 身体障害者療護施設、特別養護老人ホー

ムその他の主として身体上若しくは精神上

の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病に

かかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって市長が認める

ものにおける活動 
(3) (1)及び(2)に掲げる活動のほか、身体上

若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により

常態として日常生活を営むのに支障がある

者の介護その他の日常生活を支援する活動

25 男性職員の育児参加休暇(職員の妻が出産す

る場合であってその出産予定日の6週間(多胎

妊娠の場合にあっては、14週間)前の日から当

該出産の日後8週間を経過する日までの期間に

ある場合において、当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子(妻の子を含

む。)を養育する職員が、これらの子の養育の

ため勤務しないことが相当であると認められ

るとき。) 

当該期間内における5日 

  介護休暇（無給） 
適 用 範 囲 期 間 

職員が配偶者 (届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
を含む。以下この項において同じ。 )、父母、子、配偶者の父母その
他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわ
たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しな
いことが相当であると認められる場合における休暇とする。  

介護を必要とする一の継
続する状態ごとに、連続
する 6 月の期間内におい
て必要と認められる期間
とする。  

 
５ 職員の分限及び懲戒の状況 
 （１）分限処分の状況（平成17年度） 

区分 降任 免職 休職 降給 合計 
処分者数 0人 0人 13人 0人 13人 

 
 （２）懲戒処分の状況（平成17年度） 

 区分 戒告 減給 停職 免職 合計 
処分者数 0人 0人 0人 0人 0人 

 
６ 職員の服務の状況 
 営利企業等の従事許可の状況（平成17年度） 

区 分 申請件数 許可件数 



営利企業等の従事許可申請 8件 8件
７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
 （１）職員の研修の状況 

  

          平 成 １７ 年 度  研 修 実 施 総 括 表 
              

 № 研  修  名 
一回当たりの

日   数 

一回当たりの 

時 間 数 
回 数 

修了 
人数 

 
一 

般 

研 

修 

１ 新 規 採 用 職 員 研 修     １０ ７５   １    １２ 

２ 新 規 採 用 職 員 フ ォ ロ ー 研 修       ３ ２１   １    １５ 
３ 初 級 職 員 研 修       ２ １３   １    １６ 

４ 中 級 職 員 研 修       ２ １３   １    ２９ 

５ 上 級 職 員 研 修       ２ １３ １    ２５ 

     小      計    １９    １３５   ５    ９７ 

 

 

特 

別 

研 

修 

１ 特 別 講 演 会       １    １．５   １  １０５ 

２ 普 通 救 命 講 習 Ⅱ       １     ４   １   ３５ 

３ 財 務 会 計 研 修       １     ６   １  １８４ 

４ 公 務 員 倫 理 研 修       １     ３   １    ２７ 

５ キ ャ リ ア デ ザ イ ン 研 修       １   ６．５   １    １５ 
６ 情報公開・個人情報保護制度研修       １      ３   １    ８６ 

      

      

        小       計      ６     ２４ ６  ４５２ 

 

 

派

遣

研

修 

１ 自治大学校派遣（２部）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        １ 

２ 自治大学校派遣（３部）       １ 

３ 市町村アカデミー派遣研修     １５ 

４ 国土交通省派遣研修       １ 

５ キャリア・アップ・フォーラム       ６ 
６ 沖 縄 県 自 治 研 修 所 研 修     ８９ 

７ 全国市町村国際文化研修所派遣研修       １ 

８ キャリア開発セミナ－研修  ６

        小      計   １２０ 

 １  自 主 研 究 グ ル ー プ                ８１ 

２  通 信 教 育 講 座                   ２ 

３ 部 局 助 成 研 修                    ７ 

        

        小      計         ９０ 
         総   合   計     ２５   １５９   １１  ８２７ 



 
 
  
８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
（１） 健康診断の状況（平成17年度） 
区 分 内 容 対象者 受診者 備 考 

職員健康診断 

集団検診 人間ドック受診以外の職員 284名  
人間ドック・健康度測定 共済助成分の希望者 470名 共済助成と自己負担 

脳ドック 希望者 48名 共済助成と自己負担 

肝炎ウィルス検査 希望者 ９名  
胃検診 希望者 11名 共済助成と自己負担 

大腸ガン検診 希望者 18名 共済助成と自己負担 

VDT検診  希望者 111名  
高気圧検査 高気圧酸素業務検査 消防職員（水難救助隊員） 17名  

  

未受診者 ３１名 

業務多忙 9名 
私傷病 8名 
産休及び育児休暇 11名 
その他 3名 

  
（２） 保健活動（平成17年度） 

職員健康診断事後指導の実施 
診断結果に基づき産業医・健康管理嘱託員の指導実施 
① 健康相談 
 産  業  医  ５２件 
 健康管理嘱託員 ４５８件 
② 健康管理嘱託員職場巡回 ３８回 ７１箇所 
③ 保健室利用件数 １，４７２件 

 
（３） 健康講演会及びミニレクチャー（平成17年度） ２回 
 
（４） 地方公務員災害補償状況（平成17年度） 
  

区  分 公務災害 通勤災害 
前年度末現在未処理件数 ０件 １件

受理件数 １件 ０件

認定件数 １件 ０件

取り下げ件数 ０件 ０件

完結（治癒通知） ０件 １件

年度内未処理件数 １件 ０件

 


